
（単位：千円）

-1-

令和 7年 2月12日

計

1,758 63,312 63,312 61,554
712
275

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           
委託料                           
使用料及び賃借料                      
備品購入費                         
負担金、補助及び交付金                   

10
11
12
13
17
18

節

-16,429
2,183 1,916 157 157

219 -2,045
-5,472

-1,759

 63,000

22,722 18,713 2,284 2,284

771

消防救急デジタル無線施設改修事業債

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

16-02-10-03-23/8010400000/0505 10,000
通信施設維持管理費補助金（補助率１／２）

名　　　　　　　称
充 当 額

15.5

査定額 増減額

-94
74,548
35,078
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

0.3
11.5

0.0

3.1

0.0
-26,431

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源

２－５－２

地方債 使用料・手数料
計

01

消防費

消防費 53,008

93,212

077 40,033 39,470 93,212

39,470

現段階出力 段階

-1,002,418

-1,002,418 目
的-1,002,418

45 消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　

10 その他　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

020

004

39,470

40,033

08

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 497

0.0 13.4
9,503

12,962 14,048 8,694 8,576

国庫支出金 県支出金

1,179 2,264

71.1
52,100

219

0 0 -771
0.2

39,470

84.9

22-01-06-01-17/0110250000/0505

 連結区分３  

事業区分３

53,000

1,095,387 93,212

非主要

53,499

92,969 53,499

92,969

39,470 74,666 74,548

92,969

92,969

92,969

92,969

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

53,499

35,078

一般会計

  

40,033

40,033 93,212

常備消防費

０１０８０１０１

消防施設維持管理費

通信施設維持管理費

93,21201

前年当初額 要求額前々年度決算額

93,21253,008

1,095,387

1,095,387

情報指令課

款

項

目

事業１

査定額 増減額8010400000

会計

所属

53,008

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象 継続

37,979
10,000 53,000 0 11,548

94
0

900



　　・令和5年度　システム保守、無線設備保守、共通波保守、団波再免許申請委託、ＭＣＡ再免許申請委託、災害状況自動案内

　用することができた。システムを安定して継続的に稼働させるには、計画的な精密機器の更新が必要不可欠である。

款

目

020

08

004

　　システム、無線設備及び庁舎内の施設は、職員が機器の取扱い及び構造をよく理解することで、トラブル発生時も障害なく運

令和 7年 2月12日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

8010400000

事業３消防施設維持管理費

情報指令課

01

所属

077

通信施設維持管理費事業２

　　　　・効　果　119番通報の受信から迅速に出動指令し、部隊を現場まで安全、確実に誘導することで災害等の被害を最小限
                にするとともに、救急要請には通報者等に応急処置等の口頭指導をし、救命率の向上を図る。
　　　　・目標値　本市通信指令業務は、市内在住及び市内在勤者等に安全・安心な生活を提供すること。

　　　　・目　　的　的確な119番通報等の受信と迅速な出動指令を行い、災害における被害の軽減及び救命率の向上を図る。
　　　　・ＳＤＧｓ　11：住み続けられるまちづくりを

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　・令和6年度予算 　 事業費：39,470千円
　　　・令和7年度予算　  事業費：74,548千円
　　　・令和8年度以降　　事業費：15,000千円

　　　　　　　 装置設定変更
　　・令和6年度　システム保守、無線設備保守、共通波保守、無線局（デジタル簡易）再免許申請委託、無線局（活動波）再免
　　　　　　　 許申請委託

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]

（2） 効果・目標値

　　　・令和5年度決算　　事業費：40,033千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　消防法、消防組織法、電波法、電気通信事業法
　　　　・計　　画　秦野市総合計画基本施策342　暮らしの安心を支える消防・体制の充実（システム等の更新整備）、基本施
　　　　　　　　　策524他自治体との広域連携・協力の推進（伊勢原市消防本部と指令業務共同運用）

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　 事業費：

　　　　・内　　容　消防総合指令システム（以下「システム」という。）及び消防救急デジタル無線設備（以下、「無線設備」
　　　　　　　　　という。）等は、24時間、365日稼働させており、精密機器等の消耗が著しく、安定して継続的に稼働させる
　　　　　　　　　ため、計画的な機器の更新及び保守管理を実施している。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01

事業１



（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

款

目

020

08

004

令和 7年 2月12日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

8010400000

事業３消防施設維持管理費

情報指令課

01

所属

事業２

（1） 市制施工70周年を契機とした取組

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数）等）
　　　役務費　R5：12,962千円（決算額）、R6：14,048千円（予算額）、R7：8,576千円（予算額）
　　　委託料　R5：22,722千円（決算額）、R6：18,713千円（予算額）、R7：2,284千円（予算額）

　　　減額は、秦野市・伊勢原市共同消防指令センター（以下、「指令センター」という。）運用開始に伴い、新規事業である指
　　令センター運営費に一部執行事業を変更したことによる減額、さらに、これまで機器本体の購入をしていたIP無線機を機器購

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　該当なし
　　　　・内　容　
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　該当なし

　　　　・効果額（うち一般財源）　10,000千円
　　　　・内　容　消防費補助金　　10,000千円

　　　　・内　容

　　入と比較し安価なスマートフォンを活用するアプリケーションに変更したことにより、役務費が減額となる。
　　　また、システム保守及び無線設備保守は新たな機器に更新され、契約不適合期間となり委託費が減額となっている。

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　令和7年度指令センター運用に伴い、指令センター職員が各種機器に精通し、構造の理解を深め安定的な維持管理に努める。

８　その他

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　該当なし
　　　　・内　容　

事業１

（1） 増減理由
　　　増額は、稼働後10年を経過する消防救急デジタル無線を更新するため負担金が増額となる。なお、更新は横浜市が整備主体
　　となり、令和7年度に神奈川県下消防本部が一括して更新するものである。

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　共通波設備保守、無線局（無線通信補助設備）再免許申請委託、共通波設備更新負担金
　　
６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

077

通信施設維持管理費

-3-

当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01



（単位：千円）

-9-

令和 7年 2月12日

計

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           
委託料                           
使用料及び賃借料                      

10
11
12
13

節

2,422
0 0 621 621

7,332 7,332
8,046

621

 7,122

0 0 2,517 2,422

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

21-04-03-08-25/8010400000/0505 7,122
秦野市・伊勢原市共同消防指令センター等運営費負担金

名　　　　　　　称
充 当 額

18,421
18,421
100.0

構成比(%)

11,299
38.7 61.3

査定額 増減額

7,1220 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

39.8
43.7
13.1

0.0

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

077 40,033 39,470 93,212

39,470

事業区分１

45 消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

 

08

01

01

消防費

消防費 53,008

  重点ヒアリング 連結区分１

0

現段階出力 段階

-1,002,418

-1,002,418 目
的

増減額

令和 ７年度 当 初 予 算

020

005

39,470

事業性質区分 主体区分

0.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

0 0

0.0構成比(%)
0

0 0

0.0

7,358
0 0 8,050 8,046

3.4

事業区分３

0

1,095,387 93,212

非主要

53,499

92,969 53,499

92,969

-1,002,418

93,212

18,421

92,969

92,969

92,969

53,499

 連結区分３  

秦野市・伊勢原市共同消防指令センター運営費

92,969

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業0 18,546 18,421

情報指令課

一般会計

  

40,033

40,033 93,212

常備消防費

０１０８０１０１

消防施設維持管理費

増減額8010400000

会計

所属

53,008 93,21201

前年当初額 要求額前々年度決算額

新規

款

項

目

事業１

査定額

93,21253,008

1,095,387

1,095,387

0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象 

0
0 0 0 11,299

0
7,122



３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]

款

目

020

08

005

　　　・令和8年度以降　　事業費：（進捗率）：44,000千円

令和 7年 2月12日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

8010400000

事業３消防施設維持管理費

情報指令課

01

所属

077

秦野市・伊勢原市共同消防指令センター運営費事業２

　　　　　　　　　用による市民サービスの向上や行政コストの削減を図る。
　　　　・ＳＤＧｓ　11：住み続けられるまちづくりを
　　　　　　　　　　12：つくる責任、つかう責任
　　　　　　　　　　13：パートナーシップで目標を達成しよう

　　　　・目　　的　消防行政は、超高齢社会の到来に伴う救急需要の増加、頻発化する豪雨、発生が懸念される大規模地震等の
　　　　　　　　　災害対応、さらに、本市と伊勢原市とは、新東名高速道路の開通による新たな災害対応等、これまで以上に迅

　　　・令和6年度予算 　 事業費：（進捗率）：　　　 0円
　　　・令和7年度予算　  事業費：（進捗率）：18,421千円

　　　　　　　　　勢原市における消防通信指令事務の共同運用に関する合意書」、「秦野市・伊勢原市消防通信指令事務協議会
　　　　　　　　　規約」、「秦野市及び伊勢原市における消防の連携・協力実施計画」等
　　　　・計　　画　令和3年度基本・実施設計（共同消防指令センター）、令和4、5年度共同消防指令センター建設（継続費）
　　　　　　　　　令和4年度基本・実施設計（消防指令システム等）、令和5、6年度消防指令システム等整備（債務負担行為）

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　 事業費：
　　　・令和5年度決算　　事業費：（進捗率）：　　　 0円

　　　　　　　　　令和7年4月1日運用開始

　　　　　　　　　速かつ的確で広域的な対応が求められる。
　　　　　　　　　　消防通信指令事務の共同運用により、複雑化・多様化する救急需要に広域的に対応し、消防力の効率的な運

　　　　　　　　　　平成29年4月1日付け消防消第59号、「秦野市・伊勢原市消防指令業務共同運用基本構想」、「秦野市及び伊

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　市民サービスの向上、行財政上の効果
　　　　・目標値　秦野市・伊勢原市共同消防指令センターでは、両市、在住及び在勤者等に安全・安心な生活を提供すること。

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　消防法、消防組織法、電波法、電気通信事業法

　　　　・内　　容　秦野市・伊勢原市共同消防指令センターにおいて、消防通信指令業務を行うため、当該事業に係る維持管理
　　　　　　　　　経費を秦野市が整備主体となり予算措置を行い、経費の支弁に関する規定に基づき伊勢原市から負担金を徴収
　　　　　　　　　し、円滑かつ確実な運用を行う。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-10-

当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01

事業１



　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　該当なし

款

目

020

08

005

令和 7年 2月12日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ７年度

8010400000

事業３消防施設維持管理費

情報指令課

01

所属

事業２

　　　該当なし（新規事業）
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数）等）
　　　該当なし（新規事業）

　　令和7年4月1日から秦野市・伊勢原市共同消防指令センターの本格運用開始
　　

　　　　・内　容　秦野市・伊勢原市共同消防指令センター等運営費負担金　7,122千円

　　　　・内　容　
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　該当なし
　　　　・内　容　

　　　　・内　容
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　 7,122千円

（3） 自然災害対策への取組

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　消防総合指令システム、消防救急デジタル無線設備等は24時間365日稼働しているため、安定した継続稼働を実現するには秦
  野市・伊勢原市共同消防指令センター職員が機器に精通し、構造を理解することが必要である。
　　両市消防の効率的な運用、機器維持管理における削減など検討を進める。

８　その他
（1） 市制施工70周年を契機とした取組

事業１

　　該当なし

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

　　・令和5年度　該当なし
　　・令和6年度　令和7年1月29日から秦野市・伊勢原市共同消防指令センター運用開始

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

077

秦野市・伊勢原市共同消防指令センター運営費

-11-

当 初 予 算

消防費

０１０８０１０１

消防費

常備消防費

項 01
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